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内

閣

官

房

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

日

号
外

ペ
ー
ジ

〇
内
閣
官
房

五

人
事
統
計
報
告
に
関
す
る
内

閣
官
房
令
の
一
部
を
改
正
す

る
内
閣
官
房
令

二
六
292

二

府

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内

閣

府

七
九

沖
縄
総
合
事
務
局
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

一

二

八
〇

金
融
庁
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
内
閣
府
令

一

二

八
一

地
域
再
生
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

一
二
277

一
五

八
二

北
朝
鮮
当
局
に
よ
っ
て
拉
致

さ
れ
た
被
害
者
等
の
支
援
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

二
六
292

二

八
三

警
察
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
内
閣
府
令

二
六
292

一
三

府

令

・
省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内
閣
府
、
総
務
省

七

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の

個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律

別
表
第
二
の
主
務
省
令
で
定

め
る
事
務
及
び
情
報
を
定
め

る
命
令

一
二
277

一
五

〇
内

閣

府
、
総

務

省
、

法

務

省
、
外

務

省
、

財

務

省
、
文
部
科
学
省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、

環

境

省
、
防

衛

省

二

フ
ロ
ン
類
算
定
漏
え
い
量
等

の
報
告
等
に
関
す
る
命
令

一
〇
275

二

〇
内

閣

府
、
総
務
省
、

文
部
科
学
省

三

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
程
の
一
部
を
改
正
す

る
命
令

二
二

二

〇
内
閣
府
、
財
務
省

五

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
命
令

二
四

一
一

〇
内
閣
府
、
厚
生
労
働
省

一
二

北
朝
鮮
当
局
に
よ
っ
て
拉
致

さ
れ
た
被
害
者
等
の
支
援
に

関
す
る
法
律
第
十
四
条
に
規

定
す
る
情
報
の
提
供
に
関
す

る
命
令

二
六
292

一
四

〇
内
閣
府
、
国
土
交
通
省

六

国
土
交
通
省
関
係
国
家
戦
略

特
別
区
域
法
第
二
十
六
条
に

規
定
す
る
政
令
等
規
制
事
業

に
係
る
省
令
の
特
例
に
関
す

る
措
置
を
定
め
る
命
令

二
六
292

一
四

省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
総

務

省

九
〇

行
政
書
士
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一

二

九
一

特
別
交
付
税
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

八
272

一

九
二

総
務
省
所
管
補
助
金
等
交
付

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

九

一

九
三

放
送
法
施
行
規
則
及
び
無
線

局
運
用
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

一
五

一

九
四

特
定
独
立
行
政
法
人
の
常
勤

職
員
数
の
報
告
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
八

二

九
五

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
二

二

九
六

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
二
287

一

九
七

地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
五

二

〇
法

務

省

三
二

不
動
産
登
記
令
第
四
条
の
特

例
等
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
二
277

三
一

三
三

商
業
登
記
規
則
等
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
八

二

三
四

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
六
292

一
四

三
五

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の

基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
六
292

四
五

三
六

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
第
二
十
条
の
二
第
二
項
の

基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
六
292

四
六

三
七

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
高

度
専
門
職
の
項
の
下
欄
の
基

準
を
定
め
る
省
令

二
六
292

四
六

三
八

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
別
表
第
一
の
五
の
表
の
下

欄
の
事
業
活
動
の
要
件
を
定

め
る
省
令
を
廃
止
す
る
省
令

二
六
292

四
九

三
九

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の

支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則

等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
292

四
九

〇
外

務

省

一
三

旅
券
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一

二

一
四

在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務

公
務
員
の
休
暇
帰
国
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

八

一

一
五

領
事
官
の
徴
収
す
る
手
数
料

の
額
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
六
292

五
〇

一
六

国
外
に
お
け
る
旅
券
手
数
料

の
額
を
定
め
る
省
令
及
び
領

事
官
の
徴
収
す
る
手
数
料
の

額
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
六
292

五
二

一
七

研
修
員
手
当
の
号
の
適
用
に

関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
六
292

五
三

〇
財

務

省

九
〇

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一

二

九
一

外
国
為
替
に
関
す
る
省
令
及

び
外
国
為
替
の
取
引
等
の
報

告
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一

二

九
二

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
二

一

九
三

関
税
暫
定
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
二
277

三
一

九
四

税
関
職
員
の
身
分
を
示
す
証

票
等
の
書
式
に
関
す
る
省
令

及
び
財
務
省
の
所
管
す
る
法

令
の
規
定
に
基
づ
く
民
間
事

業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
存

等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技

術
の
利
用
に
関
す
る
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
二
277

三
二

九
五

経
済
上
の
連
携
に
関
す
る
日

本
国
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と

の
間
の
協
定
に
基
づ
く
申
告

原
産
品
に
係
る
情
報
の
提
供

等
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す

る
検
査
身
分
証
明
書
の
様
式

を
定
め
る
省
令

一
二
277

三
二

九
六

歳
入
徴
収
官
事
務
規
程
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一
八
283

一

九
七

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
九

一

九
八

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
二

二

九
九

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六

二

〇
文
部
科
学
省

三
五

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済

事
業
団
の
財
務
及
び
会
計
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
六
293

一

三
六

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

二
六
293

二

三
七

独
立
行
政
法
人
日
本
ス
ポ
ー

ツ
振
興
セ
ン
タ
ー
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
六
293

三

™
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